
米原の原子力防災を考える市民委員会

第２回資料



■原子力発電所などの事故で大量の放射性物質が大気中に放出されることで、
放射線による影響によって健康被害や環境被害が発生することをいいます。

■ 原子力災害とは
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① ＵＰＺ避難（原子力施設から半径３０㎞圏）までの流れについて

■ 原子力発電所で事故が起きたときの対応
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① ＵＰＺ避難（原子力施設から半径３０㎞圏）までの流れについて（国の基準では）

■ 原子力発電所で事故が起きたときの対応
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○市の配備体制



■ 原子力発電所で事故が起きたときの対応

放射性物質が放出されると
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① ＵＰＺ避難（原子力施設から半径３０㎞圏）までの流れについて（国の基準では）



UPZ外の避難先

OIL2
(20μSv/h超過)
⇒１週間程度内に一時移転

屋内退避

OIL1
(500μSv/h超過)
⇒直ちに避難

UPZ

※原子力災害時、UPZの住民全員が、
一斉に避難するわけではない。

原発

PAZ

■ 原子力発電所で事故が起きたときの対応
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① ＵＰＺ避難（原子力施設から半径３０㎞圏）までの流れについて（国の基準では）



■ 原子力発電所で事故が起きたときの対応

○建物の中に入ることで、放射性物質が体内に取り込むことを減らす効果があります。
○建物の壁は、ある程度放射線を遮ることができます。

原子力規制委員会作成「緊急時被ばく線量及び防護措置の効果の試算」

放射性物質を含んだ
空気のかたまり

通過中

放射性物質を含んだ
空気のかたまり

通過後

② 屋内退避について
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■ 原子力発電所で事故が起きたときの対応

○市から米原市防災アプリ、伊吹山テレビ、屋外スピーカー等を通じて屋内退避の指示を発信します。
○屋内退避の指示が出たら、すぐに自宅（特にコンクリートの建物）等の屋内に入ります。

③ 屋内退避の指示が出たときの対応について
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■ 原子力発電所で事故が起きたときの対応

○住んでいる地域の放射線量が高くなった場合、避難が必要となります。
○避難の指示が出たら、身支度を整え、市の指示に従って避難します。

避難時のポイント

④ 避難指示が発令されたときの対応について
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一時集合場所
（安定ヨウ素剤の服用）

避難中継所

避難元地域 避難先地域

避難所

UPZ境界近傍（避難経路上）

例外

原則

（要配慮者の方などバスでの避
難が困難な場合 など）

自家用車等

バス

自家用車等

【滋賀県】

検査開始

避難住民全員に放射性
物質が付着しているか

NO

YES

検
査
済
証
発
行簡易除染後も放射性物

質が付着しているか

専門の
医療機関

YES

NO

バス

①

②

■ 原子力発電所で事故が起きたときの対応
⑤ 避難（一時移転）の流れについて

○一時集合場所から避難用バスにより、避難中継所（スクリーニング・除染の実施）へ移動します。
○スクリーニング・除染の実施後、避難用バスで拠点避難所へ移動します。
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⑥ 安定ヨウ素剤の服用について

安定ヨウ素剤とは

○安定ヨウ素剤は、原子力災害が発生した際に服用する医療用薬品です。
○放射性ヨウ素を体内に取り込まれる前に、安定ヨウ素剤を服用することで、甲状腺に蓄積される
放射性ヨウ素の量を減らすことができます。

【安定ヨウ素剤の種類】

【安定ヨウ素剤（１丸）と食品（乾燥昆布）１食分当たりの比較】

■ 原子力発電所で事故が起きたときの対応

11



12

安定ヨウ素剤の服用に関する事項

○安定ヨウ素剤の効果は、服用後24時間程度持続します。
○服用のタイミングが重要であり、市の服用指示に従い服用することが必要です。
※いつ飲んでもいいわけではなく、放射性ヨウ素がやってくる前または同時に飲む。

○安定ヨウ素剤の服用による副作用が生じる可能性は極めて低いことがわかっています。
※イソジン等にアレルギーのある人は服用できません。

○40歳以上の方への効果は、ほとんど期待できないとされています（妊婦および授乳婦除く。）。
○放射性ヨウ素以外の放射性物質には効きません。＝甲状腺被ばく以外には効きません。

【服用を優先すべき対象者】

■ 原子力発電所で事故が起きたときの対応
⑥ 安定ヨウ素剤の服用について



草津市

■避難先
市内、県内避難を優先的に検討し、複合
災害などにより県内での受入れが困難な
場合は、県外に避難
ただし、米原市の場合は、具体的な避難
先は決まっていない。

東近江市

大津市

甲賀市②県内避難
滋賀県と協議
状況に応じて他の市町にも協力要請

①市内避難（米原市内）

③県外避難
滋賀県と協議
災害時応援協定書に基づき応援を要請
岡山県真庭市、和歌山県紀の川市、
愛知県阿久比町、山口県下関市

30km

高島市

長浜市

大阪府

和歌山県
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■ 原子力発電所で事故が起きたときの対応
⑦ 避難（一時移転）の流れについて



※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）が必要に応じ支援を実施。

合計 長浜市 高島市 備考

対象人数
（想定）
（人）

UPZ内人口 50,974 23,750 27,224 Ｒ２.４.１時点

バスによる一時移転
等が必要となる住民

50,974 23,750 27,224
・UPZ内人口
・住民の100％がバスによる一時移転等
が必要となると想定。

必要車両台数（台） 402 188 214

・バス１台当たり17人程度の乗車を想定。
・１日５往復×３日間の必要台数×２
（避難元⇔中継所⇔避難先(避難中継所
でﾊﾞｽ乗り換え))で総合必要台数を試算。

滋賀県内のバス会社
保有車両（観光バス） 442台（令和２年７月時点）

滋賀県内のバス会社から必要な輸
送手段を調達。

関西圏域及び隣接府県
保有台数 16,346台 関西広域連合等関係機関が関係団

体から輸送手段を調達。
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ながはまし たかしまし

※ 原子力災害の状況により、３日間より短い期間で一時移転等を行う必要がある場合は、関西広域連合に要請を行い、バスの確保を行う。

しがけん

■ 原子力発電所で事故が起きたときの対応
⑧ 一時移転における輸送能力の確保

 UPZ内で一時移転等の対象となる区域は、UPZ内全域ではなく、その一部に留まることが想定される

点に留意。ここではあえて、滋賀県におけるUPZ内全域が一時移転等を実施すると仮定した場合の
輸送能力を確保する。

 必要となる輸送能力は、想定対象人数50,974人、必要車両数402台に対して、滋賀県内ﾊﾞｽ会社の保有車両数は
442台であり、必要台数を要請し確保。

 なお、県内の輸送手段では不足する場合、関西広域連合等関係機関が関西圏域の府県及び隣接府県等の関係団
体から輸送手段を調達する（詳細についてはP98参照）。

内閣府「美浜地域の緊急時対応
（令和３年１月５日）」抜粋



■市域が避難対象区域に指定された場合

■ 検討資料

避難対象区域

米原市全域

避難世帯数 14,394世帯

避難者数 37,761人

自治会数 108自治会

○福島県飯館村（福島原発から約40㎞）をケース想定（20μSV/ｈ～50μSV/ｈ）
○一週間以内に避難が必要
○避難先は、県内または県外避難を想定→現時点では、避難先は確保されていない。
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和歌山県紀の川市
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■ 災害時応援協定締結市町

■ 検討資料（県外避難先）

愛知県阿久比町

岡山県真庭市

山口県下関市

福島県相馬市

ホタルサミット参加市町災害時相互応援協定（阿久比町、紀の川市、真庭市、下関市）
災害時相互応援協定（揖斐川町、相馬市）


